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国庫支出金
45億6384万円
（15.7％）

市税
61億5444万円
（21.2％）

地方交付税
86億8500万円
（29.8％）

諸収入 

7億1829万円（2.5％）

分担金、負担金 
4億6024万円（1.6％）

使用料、手数料 
3億5502万円（1.2％）

(

歳入内訳
290億

9800万円

自主財源（27.2％
）

　20億4028万円
（7.0％）

県
支
出
金

繰越金 
1億（0.3％）
繰入金
8550万円（0.3％）
財産収入
3849万円（0.1％）

市債
47億3870万円
（16.3％）

地方消費税交付金
　6億1000万円（2.1％）
地方譲与税
　3億670万円（1.1％）
そのほか
　2億4150万円（0.8％）

依
存
財
源（
72
.8

％
）

(

固定資産税
29億649万円
（10％）

市たばこ税
3億8000万円
（1.3％）市民税

27億130万円
（9.3％）

そのほか 615万円（0.0％）

61億
5444万円
（21.2％）

軽自動車税
1億6050万円
（0.6％）

市税

扶助費
63億7894万円
（21.9％）

維持補修費
 1億4495万円（0.5％）

性質別歳出
290億

9800万円

消費的経費（62.9％
）

人件費
48億7715万円
（16.8％）

物件費
30億227万円

（10.3％）

公債費
33億7362万円
（11.6％）

繰出金
29億2394万円
（10.1％）

普通建設事業費
40億3051万円
（13.9％）

そのほか
4億5800万円
（1.5％）

投
資的
経費
（1
3.9％）

補助費等
39億862万円

（13.4％）

9億7514万円
（3.4％）

目的別歳出
290億

9800万円

民生費
97億3925万円
（33.5％）

土木費
39億1641万円
（13.5％）

公債費
33億7362万円
（11.6％）

総務費
26億5123万円
（9.1％）

農林水産業費
37億5135万円
（12.9％）

衛生費
18億1882万円
（6.2％）

※

そ
の
ほ
か

消防費
7億9733万円
（2.7％）

教育費
20億7485万円
（7.1％）

歳出

歳入

※市民 1 人当たりの市税額は 8
万 4651 円。内訳は固定資産
税 3 万 9977 円、市民税 3 万
7155 円、市たばこ税 5227 円、
軽自動車税 2208 円、そのほか
85 円です（平成 22 年 2 月末
人口 7 万 2704 人で算出）。

※そのほかの内訳
商工費 6 億 1101 万円（2.1％）
議会費 2 億 5746 万円（0.9％）
そのほか1億667万円（0.4％）

１億 640 万円
4770 万円

5 億 8480 万円
1130 万円

2 億 7770 万円
8960 万円

1 億 870 万円
2500 万円

２
９
０
億

　

９
８
０
０
万
円
を
計
上

 合併特例事業債は 8 事業 12 億 5120 万円

市税内訳

　

柳
川
市
の
平
成
22
年
度
の
一
般
会
計
予
算
が
３
月

の
市
議
会
定
例
会
で
可
決
さ
れ
成
立
し
ま
し
た
。
予

算
総
額
は
歳
入
、
歳
出
い
ず
れ
も
２
９
０
億
９
８
０

０
万
円
で
、
前
年
度
の
肉
付
け
予
算
（
６
月
補
正
）

ま
で
の
合
計
に
比
べ
て
19
億
６
６
４
３
万
５
０
０
０

円
、
率
に
し
て
7.2
％
増
加
し
ま
し
た
。

　

今
年
度
も
、
財
政
の
健
全
化
の
確
保
を
図
り
な
が

ら
、
職
員
や
経
費
の
削
減
な
ど
に
よ
る
行
財
政
改
革

の
推
進
、
限
ら
れ
た
財
源
の
有
効
活
用
な
ど
を
念
頭

に
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　

予
算
に
つ
い
て
の
問
い
合
わ
せ
は
、市
財
政
課
（
柳

川
庁
舎
☎
77
・
８
４
３
２
）
ま
で
。

（
注
）
前
年
度
当
初
予
算
は
市
長
選
挙
の
た
め
、
骨
格
予

算
と
し
て
編
成
し
た
の
で
、
本
文
中
の
予
算
比
較
は
、

前
年
度
の
肉
付
け
予
算
（
６
月
補
正
）
ま
で
の
合
計
と

行
っ
て
い
ま
す
。

市内用排水路整備事業
農村環境整備事業
道路整備事業　　　　　　
都市計画街路事業負担金           
柳川駅東部土地区画整理事業                 
消防施設整備事業　
密集住宅市街地整備促進事業
柳川駅周辺地区事業

　合併した市町村に特例として認められる合併特
例事業債は、12億 5120万円を借り入れ、道路整
備や用排水路整備事業など次の8つの事業に当て
る予定です。合併特例債事業はその返済額の70％
が地方交付税として交付される有利な借金です。

合併特例事業債（市債）合計     12 億 5120 万円

　　　　　　　　　

550 万円

8000 万円

■大和地域振興基金　
漁業団地整備費
■三橋地域振興基金　
柳川駅東部土地区画整理事業

　地域振興基金とは、合併前に旧市町ごとにあっ
た基金（財政調整基金、減債基金などは除く）を、
そのまま新市発足後 10年間に限り、旧市町ごと
に活用する 3つの基金です。それぞれの旧市町
単位の均衡あるまちづくりのため、次の事業に地
域振興基金 8550 万円を活用します。

地域振興基金から 8550 万円を活用

 

歳
入

予
算

平成22年度
一般会計

予算

　

歳
入
と
は
、
１
年
間
に
市
に
入

る
お
金
の
こ
と
で
す
（
２
ペ
ー
ジ

の
グ
ラ
フ
参
照
）。

　

市
税
は
、
景
気
低
迷
や
固
定
資

産
税
の
税
率
統
一
に
よ
っ
て
、
前

年
度
よ
り
4.3
％
減
少
の
、
61
億
５

４
４
３
万
８
０
０
０
円
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　

地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
前
年

度
よ
り
1.7
％
増
加
の
６
億
１
０
０

０
万
円
を
、
ま
た
地
方
譲
与
税
は
、

前
年
度
よ
り
8.2
％
減
少
の
３
億
６

７
０
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
特
例
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

「
児
童
手
当
及
び
子
ど
も
手
当
特
例

交
付
金
」
が
創
設
さ
れ
た
た
め
、

前
年
度
よ
り
46
％
増
加
の
９
９
０

０
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
標
準
的
な
行

財
政
運
営
に
必
要
な
経
費
を
補
う

た
め
に
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
も
の

で
、
前
年
度
よ
り
４
億
５
２
４
０

万
円
増
加
の
86
億
８
５
０
０
万
円

を
計
上
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

地
方
財
政
の
財
源
充
実
・
強
化
を

図
る
た
め
に
、
国
の
地
方
交
付
税

総
額
が
増
額
さ
れ
た
た
め
で
す
。

　

国
庫
・
県
支
出
金
は
、
特
定
の

行
政
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
交

付
さ
れ
る
も
の
で
、
今
年
度
は
歳

入
全
体
の
22
・
７
％
に
当
た
る
66

億
４
１
２
万
３
０
０
０
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
一
時
的
に
多
額
の
経

費
が
必
要
な
と
き
に
借
り
入
れ
る

長
期
的
な
借
金
の
こ
と
で
、
前
年

度
よ
り
21
億
９
０
２
０
万
円
増
加

の
47
億
３
８
７
０
万
円
を
計
上
し

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
国
営
筑
後

川
下
流
土
地
改
良
事
業
に
お
け
る

繰
上
償
還
負
担
金
、
約
19
億
円
の

財
源
と
し
て
借
り
入
れ
る
一
般
公

共
事
業
債
17
億
４
９
３
０
万
円
や

臨
時
財
政
対
策
債
が
５
億
３
４
９

０
万
円
増
加
し
た
た
め
で
す
。
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次
に
、
歳
出
に
つ
い
て
施
策
の

内
容
ご
と
に
紹
介
し
ま
す
。

　

歳
出
と
は
、
市
が
１
年
間
に
使

う
お
金
の
こ
と
で
す
。

国
営
筑
後
川
下
流
土
地

改
良
事
業
で
19
億
円
負
担

　

産
業
の
振
興
の
た
め
の
経
費
と

し
て
、
県
の
基
金
事
業
を
活
用
し

た
観
光
振
興
事
業
費
や
中
小
企
業

支
援
事
業
費
な
ど
の
雇
用
対
策
基

金
事
業
費
を
計
上
し
た
ほ
か
、
農

業
関
係
で
は
、
女
性
農
業
者
経
営

能
力
向
上
の
た
め
の
女
性
担
い
手

育
成
支
援
事
業
を
計
上
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
国
営
筑
後
川
下
流
土

地
改
良
事
業
の
完
了
に
伴
い
、
19

億
４
３
７
１
万
円
の
繰
上
償
還
負

担
金
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

水
産
業
関
係
で
は
、
漁
港
内
の

堆
積
し
た
土
砂
を
取
り
除
く
漁
業

建
設
費
や
、
漁
業
団
地
整
備
費
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に

商
工
業
関
係
で
は
、
柳
川
の
地
域

資
源
を
活
用
し
た
ブ
ラ
ン
ド
商
品

の
開
発
な
ど
で
産
業
の
活
性
化
を

図
る
、
ブ
ラ
ン
ド
推
進
事
業
費
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

中
学
生
ま
で
を
対
象
に

子
ど
も
手
当
を
支
給

　

教
育
・
福
祉
の
充
実
の
た
め
の

経
費
と
し
て
、
教
育
関
係
で
は
、

特別会計

外
国
語
講

師
の
派
遣
、

小
中
学
校

の
営
繕
工

事
費
な
ど

を
計
上
す

る

ほ

か
、

不
登
校
な

ど
の
問
題

を
抱
え
る

子
ど
も
た

ち
の
自
立
を
支
援
す
る
、
ス
ク
ー

ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
配
置

す
る
た
め
の
経
費
な
ど
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
武
家
屋
敷
な
ど
歴
史
的

建
造
物
の
保
存
利
活
用
を
具
体
化

す
る
た
め
の
基
本
計
画
策
定
委
託

料
や
、
北
原
白
秋
生
誕
１
２
５
年
・

「
思
ひ
出
」
発
刊
１
０
０
周
年
記
念

事
業
費
、
校
区
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ

ン
タ
ー
整
備
に
係
る
不
動
産
鑑
定

委
託
料
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

福
祉
関
係
で
は
、
育
児
不
安
解

消
を
図
る
た
め
の
養
育
支
援
事
業

費
や
中
学
校
修
了
ま
で
の
子
ど
も

を
対
象
に
、
一
人
に
つ
き
１
万
３

０
０
０
円
を
支
給
す
る
子
ど
も
手

当
支
給
事
業
費
な
ど
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
な
お
、
子
ど
も
手
当
の

支
給
に
伴
い
、
市
独
自
で
行
っ
て

い
る
第
３
子
以
降
の
子
ど
も
に
対

す
る
優
遇
措
置
に
つ
い
て
は
、
補

助
金
な
ど
を
半
額
に
す
る
な
ど
の

見
直
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
は
り
・
き
ゅ
う
・
マ
ッ

サ
ー
ジ
施
設
利
用
事
業
に
つ
い
て

も
、
近
隣
市
町
の
実
施
状
況
な
ど

を
踏
ま
え
、
助
成
内
容
の
見
直
し

を
行
っ
て
い
ま
す
。

総
合
運
動
公
園
整
備
の

た
め
基
本
計
画
を
策
定

　

社
会
基
盤
の
整
備

の
た
め
の
経
費
と
し

て
は
、
柳
川
市
北
部

地
域
の
幹
線
道
路
と

し
て
整
備
を
進
め
て

い
る
大
和
枝
光
線
や

高
橋
中
牟
田
線
な
ど

の
道
路
整
備
事
業
費

に
加
え
、
西
鉄
柳
川

駅
東
側
の
土
地
区
画

整
理
事
業
費
や
中
島

地
区
の
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
事

業
費
な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
市
民
が
気
軽
に
ス
ポ
ー

ツ
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
を
楽
し

め
る
拠
点
施
設
と
な
る
総
合
運
動

公
園
整
備
事
業
に
つ
い
て
は
、
基

本
計
画
策
定
の
た
め
の
委
託
料
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

昨
年
度
に
続
き
合
併
浄
化
槽

設
置
補
助
金
を
上
乗
せ

　

健
康
づ
く
り
の
た
め
の
経
費
と

し
て
は
、
妊
婦
健
康
診
査
事
業
費

や
予
防
接
種
事
業
費
、
健
康
診
査

が
ん
検
診
事
業
費
な
ど
を
計
上
し

て
い
ま
す
。
今
年
度
は
特
に
、
福

岡
県
の
特
定
不
妊
治
療
助
成
を
受

け
て
い
る
人
に
、
上
乗
せ
し
て
市

独
自
に
助
成
を
行
う
不
妊
治
療
対

策
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
生
活
環
境
の
保
全
の
た

め
の
経
費
と
し
て
は
、
前
年
度
か

ら
実
施
し
て
お
り
ま
す

上
乗
せ
補
助
を
含
む
小

型
合
併
処
理
浄
化
槽
設

置
事
業
補
助
金
の
ほ

か
、
今
年
度
は
、
焼
却

処
分
し
て
い
る
廃
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
類
を
分
別

収
集
し
て
資
源
化
を
行

う
、
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

類
資
源
化
事
業
費
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

結
婚
サ
ポ
ー
ト

セ
ン
タ
ー
を
開
設

　

そ
の
ほ
か
の
事
業
と
し
て
、
市

民
と
市
の
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
す
る
た
め
の
市
民
協
働

ま
ち
づ
く
り
事
業
補
助
金
や
若
者

に
出
会
い
の
場
を
提
供
す
る
た
め

の
結
婚
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
業
務

委
託
料
、
市
議
会
議
員
選
挙
費
、

救
助
工
作
車
購
入
費
な
ど
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

平成 22 年度の主な事業
■産業の振興
雇用対策基金事業費 1847 万円
強い農業づくり交付金補助金 2095 万円
農地水環境保全向上対策事業費 3466 万円
女性担い手育成支援事業費 32 万円
国営筑後川下流土地改良事業繰上償還金負担金 19 億 4371 万円
県営農村振興総合整備事業負担金 １億 1557 万円
漁業団地整備費 1 億 1289 万円
筑後船小屋駅情報発信施設整備負担金 150 万円
ブランド推進事業費 567 万円

■教育・福祉の充実
中学校スクールソーシャルワーカー配置事業費 252 万円
小中学校外国語講師派遣委託事業費 3200 万円
歴史的建造物保存活用基本計画策定委託事業費 200 万円
北原白秋生誕 125 年・「思ひ出」発刊 100 周年記念事業費 105 万円
コミュニティセンター建設事業費 105 万円
はり・きゅう・マッサージ施設利用事業費 2950 万円
後期高齢者医療事業費 11 億 278 万円
養育支援訪問事業費 235 万円
在宅等子育て支援事業 1187 万円
子ども手当費 12 億 1810 万円

■社会基盤の整備
大和枝光線道路整備事業費 1 億 1642 万円
高橋中牟田線道路整備事業費 2 億 2673 万円
塩塚川高潮対策番所橋架替事業費 1 億 4782 万円
公共下水道繰出金 5 億 1077 万円
柳川駅東部土地区画整理事業費 10 億 6095 万円
柳川駅周辺地区事業費 5760 万円
総合運動公園整備事業費 2027 万円
密集住宅市街地整備事業費 2 億 6370 万円
中山団地建替事業費 5 億 6874 万円

■健康づくり・生活環境の保全
妊婦健康診査事業費 5324 万円
不妊治療対策費 200 万円
予防接種事業費 1 億 2117 万円
健康診査がん検診事業費 4166 万円
女性特有のがん検診事業費 1464 万円
小型合併処理浄化槽設置事業補助金 1 億 9731 万円
廃プラスチック類資源化事業費 1370 万円
クリーンセンター維持補修工事費 1 億 4500 万円
大川柳川衛生組合負担金 2 億 5251 万円

■そのほか
柳川市市民協働まちづくり事業補助金 150 万円
結婚サポートセンター業務委託事業費 207 万円
電算システム初期構築委託事業費 1 億 1300 万円
参議院議員通常選挙費 2433 万円
市議会議員選挙費 4770 万円
国勢調査費 2574 万円
救助工作車購入費 8000 万円

 

歳
出

国民健康保険特別会計
97 億 6614 万円　

　自営業者や
退職者などの
医療費を給付
す る 会 計 で
す。主な歳入
は ､ 国民健康
保険税 19 億
6789 万円 ､

国庫支出金 28 億 871
万円。主な歳出は ､ 保険給付費で
67 億 9866 万円、共同事業拠出金
13億 2136 万円です。

　給水戸数 2万
4691 戸、年間
総 給 水 量 635
万 8027 立 方
メートル、1 日
平均給水量 1万
7420 立方メー

トルを計画。収益的収入は水道料
金、加入金など。収益的支出は受
水費や人件費、工事請負費などで
す。資本的収入は企業債、出資金、
工事負担金など。資本的支出は建
設改良費や企業債償還金などです。

下水道事業特別会計
10 億 6028 万円
　主な歳入は市債 2億 7665 万円、
国庫支出金 1億 3000 万円、繰入
金 5億 2800 万円。主な歳出は事
業費や維持管理費を含む下水道事
業費 5億 7375 万円、公債費 4億
6740 万円です。

住宅新築資金等特別会計 
196 万円
　住宅新築資金などの貸付事業は
すでに終了しているため、現在は
貸付金の収納事務、公債費の償還
事務を行っています。
※このほか、公共事業を行う用地を
先行取得することで、事業を円滑で
効率的に行うため、公共用地先行取
得特別会計0.5万円があります。

後期高齢者医療特別会計
 9 億 6149 万円　
　75 歳以上の高齢者の医療費の支
払いは ､県後期高齢者医療広域連合
で行い、保険料の徴収や納付書の送
付などは市が行っています。主な歳
入は ､ 保険料 6 億 7297 万円、一
般会計繰入金 2 億 8701 万円。主
な歳出は ､後期高齢者医療広域連合
納付金が 9億 3663 万円で全体の
97.4％を占めています。　

老人保健特別会計 1343 万円
　平成 20年 4月から後期高齢者医
療制度が始まりましたが、平成 20
年 3 月以前の診療分や請求遅れの
医療費をまかなう会計です。支払基
金交付金や国庫支出金、一般会計か
らの繰入で運営しています。

予算

12 億 7585 万円
11 億 8905 万円     
2 億 4014 万円
6 億 1856 万円

収益的収入
支出

資本的収入
支出

水道事業会計（企業会計）


